
【3章◆平成16年財政再計算結集との比重交  

（3）収支比率の帝離分析結果   

一収支比率の帝離の主要な要因は、運用収入が将来見通しと異なったこと－   

この計算結果によると（図表3－5－2）、平成17年度の収支比率の実績が16年財政再  

計算における将来見通しを上回った帝離は、主に運用収入が将来見通しと異なったこと  

により発生したものであることがわかる。   

乗離全体と運用収入の乗離の寄与を対比させると、厚生年金で△25．1％に対して△  

27．1％、国共済＋地共済（簿価ベース）で△14．4％に対して△15．0％（国共済で△6．7％  

に対し△8．3％、地共済で△16．6％に対し△16．9％）、私学共済（簿価ベース）で△17．6％  

に対して△1臥4％となっている。地共済では総合費用の帝離が収支比率を低くする方  

向に働いているため、国共済＋地共済においても総合費用率が収支比率を低めている  

が、それ以外では、総合費用の帝離は収支比率を高くする方向に働いている。  

図表3－5－2 平成17年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

さらに、「運用収入が将来見通しと異なること」の要因として、前節の積立金の帝離  

分析でみたのと同様に、前年度末の積立金との名目運用利回りや運用収入以外の収支  

残が、将来見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分について、 

016年度末の積立金が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

017年度の名目運用利回りが将来見通しと異なっていたことの寄与分   

017年度の運用収入以外の収支残注2が将来見通しと異なったことの寄与分  

に分けた注3。   

注1各制度の将来見通しは、厚生年金を除き平成17年度以降に閲し作成されているので、平成16  

年度以前の帝離の寄与までは遡らなかった。   

注2 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。   

注3 計算方法の詳細は章末の補遺3参照のこと。  

結果は次の図表3－5－3のとおりである。  

図表3－5－3 平成17年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの帝離 の凝  厚生年金  国共済＋地共済   
生要因  国共済   地共済   私学共済   

17年度収支比率の将  
来見通しとの布離   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

（実績一将来見通し）  △251 △144 △392 △67 △206 △166」△4341△17■6 L△26・0ユ   
総合費用   ［2．7〕 △0．9 ［△0，6］ 1．8  ［1，5］△1．6 ［△1．1〕 0．6  ［0．6］   

保険料収入   ［△0．6］  1，4  ［0．7］△0．3 ［△0．2］ 1．9  ［0．9］  0．1  ［0，1］   
適用収入   ［△27．1］ △15．0 ［△39．3］△8．3 ［△21，9］△16．9 【△43．2］△18．4 ［△26．7］   

17年度収支比率の将  
来見通しとの釆離を   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

100とした構成比  100  100  1001 100   上jOOl lOO  JlOOユ 100  1！00ユ   
総合費用   ［△11］  6  ［2〕 △27  ［△8］ 10  ［3］ △4  ［△2］   

保険料収入   ［3］ △10  ［△2］   4  ［1］ △11 ［△2〕 △1 ［△0］   

運用収入   ［108］  104  ［100］ 123  ［106］ 101   ［99］ 104  ［103］   

秤‖霹たiiLとのtj■の曹午■l月   †召募l■＋爪暮膚   

l†年度収支比■の得業九遺しとの事t  ヽ  ヽ  ヽ  
（実績一特集1適し）  

総合■用   「△25．11 A川，1「△：柑〉1 △色T 「人〉凸61 ∧1島，‘ r△4311 AlT．6 r△ク‘．81    【乙丁】   △0．9   【△     6】    l  【l．5】   △t．‘  【△  一 ・            ■ ・   
1丁年優越会費用の事義分    リ‥．‥．皐．り‖．‥－し皐  卓1．▼．＿▼－▼J   ‖＿．‥■Jユ・月‥－＿－■4■し卓．■■＿■■【A  比▼▼＿＿．‥せ．し‖‖－＿＿瓜jl   
操嬢料収入   【A  81  l．1  丁】   △0   【ム0．封  l．，  】    0．1  【0．り   

17年覆綴険無収入の暮▲分  ■‖．JA  色L＿．■．‖＿1J＿＿＿‖‥＿  ヱ1．‖‥Ap   ‖‥＿lA9・jJ＿‥，＿－－＿リ＿＿＿＿＿■＿■  釘＿■■＿■．．．．旦・＿し‖．．．．，－良・Jl   
遍用収入   【△  

＿⊥A  

名自■用利回り   【△払  6】   △11．9     【△Zl  5】  △18．ユ  【△25．8J   
1用収入以外の収支孜   【0．0】    0．8  0］     0   【0．0】    0．0  】    0．0    【0．0】   

りキー収支比ヰの繊集11しとの●書引∞  
とした構成虻  ヽ  

「t（〉81  100   rl（泊I  l00  「l仙1  1鵬   rl（追1  1（n  
ヽ  

「l凸nl   

堵含薫欄   【△   ■  ▲             ▲ ＝  ●  ▲            ▲  
り年度総合■用の事■分  ー‥＿＿1皐．1リ‥＿…＿．．j－‥‥＿－‥月1＿‥－‖き＿災‖‖‖＿仏j〕－＿‖‖．‖1β…＿．＿＿■＿」軋‖‥，．AA．■‥■■J生見   
條韻料収入   【3】   △10    【△Z】  l  【り    △11   【ム      Z】   △1   【ム0】   
l7年鷹保険料収入の轟牡分  ー‥‖－‖凹＿＿．－＿‖4．1鼠＿＿‥．－∫久呈1＿＿－‥H＝」＿■‥…－＿【り＿＿▼＿▼＿A＿り■＿＿■‖■【皐一礼＿‥‥－A＿し．■■＿＿－JApl   

1用収入   08】   101  い  00】   1日    【tO6】    仰  【呵    IM    〔l03】   
16年鷹末積立食の事難分  【     1          △O      Z     l     】     0      3   
1丁年虞  匿  ¢6       t08      l髄     l∞     【  98      】叫   名目運用利回ウ   【106ユ    10ユ  1叩  【駕】   104  
運用収入以外の収支残   

【99】  

【△○】    △0    【△    0】   △O    L△○】   △0   ［△0］   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。   

これらの要因のうち収支比率のマイナスの乗離に最も寄与しているのは、各制度と  

も平成17年度の名目運用利回りが将来見通しを上回ったことであり、他の要因の寄与  

は、財政再計算が行われて間もないこともありいずれもわずかである。  
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第3章◆平成問  
（4）平成17年度の積立比率  

平成17年度の積立比率の実績と将来見通し．との帝離を再度まとめておくと次の図   

表3－5－4のとおり、厚生年金で△0．1、国共済＋地共済で0．2（時価ベースでは0．3、   

以下同じ。）（国共済、地共済別では、国共済△0．2（△0．0）、地共済0．3（0．4））、私学   

共済で△0．1（0．3）となっている。  

財政再計算が行われて間もないため、いずれの場合も帝離は極めて小さなものにな   

っている。  

図表3－5－4 平成17年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離状況  

第3章◆平成16年財政再言十算結果との比願  

（6）積立比率の帝離分析結果   

一積立比率の帝離は、概して総合費用の帝離による－   

この計算結果によると（図表3－5－5）、厚生年金の帝離△0．1に対して総合費用の帝  

離分の寄与は△0．2、国共済＋地共済の帝離0．2に対しては0．1（時価ベースでは、帝  

離0・3に対して0・1）（国共済の帝離△0．2に対しては△0．1（時価ベースでは、帝離△  

0・0に対して△0．1）、地共済の帝離0．3に対しては0．2（時価ベースでは、乗離0．4に  

対して0・2））、私学共済の帝離△0．1に対しては△0．1（時価ベースでは■、帝離0．3に  

対して△0．1）となっている。   

平成17年度の積立比率が16年財政再計算における将来見通しを上回った帝離の主  

な要因は、厚生年金、国共済＋地共済（簿価ベース）、国共済（簿価ベース、時価ベー  

ス）、地共済（簿価ベース）及び私学共済（簿価ベース）では総合費用の飛離によって  

おり、国共済＋地共済（時価ベース）、地共済（時価ベース）及び私学共済（時価ベー  

ス）では前年度末積立金の市離によるものとなっている。  

図表3－5－5 平成17年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

注1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」としていたもの）である。   

注3二平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度積立比率の  

将来見通しは、実績との比較のため当該引上げ分の加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計した。  

（5）積立比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度の積立比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○前年度末積立金が将来見通しと異なっていたこと  

○総合費用注2が将来見通しと異なったこと   

注1各要因が平成17年度末の積立金の将来見通しとの乗離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺4参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺4で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。   

注2 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  

将采鼠i廃しとの和声椎の凝乍普凶  ノ旦生年僚l 凶共済＋池井済 l   国共済   】   池共済   l  私字共済   
17年度車i立比率の将来見通しとの  
東経  

（再掲実耕一将来見通し）  丁△01l  o2  ［03J △02  △00               「   
」j年 末横立金   LO・1］  0・1 ［0・2］ △0．0  ［0．1〕  0．1 ［0．2］  00   こ03］   
総合費用   ［△0・2］  0・1 ［0・1］ △0．1［△0．1］  0．2  ［0．2］ △0．1［△0．1］   

17年度積立比率の将来見通しとの   
帝舶を100とした構成比   

100    100    100     0  
前年度末積立金   ［△215］  36  〔69］   8 ［△40り   27  ［54］ △70  ［ユ34］   
総合費用   こ315］  64  こ31］  92  ［501〕  73  【46］ 170 ［△34コ  

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（7）収支比率と積立比率の帝離の度合い   

一収支比率の帝離がより大きいのは、運用収入の帝離のため一   

平成17年度の収支比率及び積立比率の実績の、平成16年財政再計算における将来  

見通しからの帝離の割合は、図表3－5－1及び図表3－5－4に示したとおり、各制度とも  

収支比率の零離の方が積立比率の帝離よりはるかに大きくなっている。収支比率及び  

積立比率の帝離に対する主な要因の寄与分を図表3－5－2及び図表3－5－5でみたが、図一  

表3－5－6は、各々の財政指標の帝離に対する主な要因の寄与分を総合費用の帝離の寄  

与分を100とした指数で表したものである。  
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3章◆平成16年財政再計算結果との比重交  第3章◆平成問  
いずれの制度も、収支比率の乗離に対する総合費用の帝離の寄与分を100とした場   

合の運用収入の寄与分が非常に大きくなっていることがわかる。一方、積立比率の帝   

離に対する総合費用の帝離の寄与分を100とした場合の前年度積立金の寄与分はいず   

れの制度も100を割っており、寄与が比較的小さかったことがわかる。  

このように、収支比率の帝離が積立比率の帝離を大幅に上回ったのは、それぞれに   

おける総合費用以外の要因の寄与の差に因っており、特に収支比率における運用収入   

の寄与が非常に大きかったことによる。  

なお、国共済＋地共済及び地共済の収支比率では、総合費用の寄与が運用収入と同   

じくマイナスに働いているため、総合費用の寄与分を100とした場合の運用収入の寄   

与分もプラスとなっており、他の制度と符号が逆になっていることに注意が必要であ   

る。  

図表3－5－6 平成17年度収支比率及び積立比率の実績と平成16年財政再計算に  
おける将来見通しとの乗離に対する総合費用の帝離の寄与分を100  
とした主な要因の寄与分の指数  

補遺1   

平成17年度の実練と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの比較のための加工について   

平成16年財政再計算における平成17年度以降の将来見通しには、平成16年の制度改正の内容は織り込   

まれているが、その後の制度改正は織り込まれていない。したがって、平成17年度の実績と平成16年財   

政再計算における将来見通しとの比較において、単純に差をとって遠いをみても、その違いには、経済要   

素や人口要素のほかに制度改正要素に起因するものも含むので、分析が複雑になる。そこで、単純化のた   

め、財政に影響を与える制度改正を既存の平成16年財政再計算における将来見通しに反映させ、加工した   

推計値と平成17年度の実績とを比較することにより、その違いの要因を経済要素や人口要素などに限定し、   

制度改正要素に起因するものを除外することとする。  

財政に影響を与える制度改正として、平成16年財政再計算における平成17～20年度の基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担については、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋11／1000）相当額   

として見込まれているが、その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられている。  

平成17年の改正は以下のとおり、制度ごとに平成17年度分として具体的な引上分（定額分）が法律で   

明記されているので、その額を平成16年財政再計算の平成17年度見通しに加算することとする。これに   

よって、平成17年度実績と平成16年財政再計算における17年度の将来見通しの国庫・公経済負担の定額   

分の違いを消すことができる。加算額を（A）とする。  

基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の引上げ（平成17年度分）  

梢果見1巾しとの；陀l椎の耀空手凶  J畢生年金  ［型井済十Ⅰ坦共済   盟井掛   杷其滑   私芋井請   
収支比率のヨ咋離の曹り曾（芙」臍／1守釆見通  
し－1）（1）ー国表3－5－1の一組を再掲1  「△ 22．01  △14．5「△39．41  △6．8「△20．61  △16．7「△43，－1  △19，2「△ 28．41   
収支比率の荊離に対する総合■用の粥敲  
の寄与分を100としたときの指数（図表3－  
5－2の基準替え）  

三；＝   い00】  100  ［100〕  100  【100］  100  ［】00】  100   ‖00］   
17年度総合費用の邪推分   〔100］  100  ［100］  100  【100】  100  ［100］  100  ［100］   

保険料収入   ［△24］  △167 【△119〕  △16 ［△】現  △115 ［△78］  20  ［柑ユ   
17年度保険料収入の邪離分   〔△24］  △167 ［△119〕  △16 ［△14］  △115 ［△78］  20  ［18］   

運用収入   ［△1α）4】  1745 〔645gコ  △455〔△141g】  1031 ［3908】  △之879［△4723］   

積立比率の邪推の割合（実輝／将来見通  
し－1）（％）【図表3－5－4の一部を再掲］  ［△1．0］  】．6  ［3．2〕  △2．1〔△0．4】  2．7  ［4．3】  △0．5  ［2．5］   
積立比率の菊附こ対する総合責用の華厳  
の寄与分を100としたときの指数（図表3－  
5－5の基準替え）  

前年度末積立金   〔△68〕   56  ［2柑】   8 ［△80】  37  〔120］  △41 亡△392】   
16年虎夫積立金の乗離分   【△68］  56  ［219］   8 ［△80】  37  【1201  △41［△392］   

計＝i   い00〕  100   い00】  100  ［100】  100  ［100】  100  【】00】   
17年度席合費用の黍離分   ［108】  100  ［100］  100  【100］  100  〔100］  100  ［100】   

平成17年の改正 平成16年財政再計算   

厚生年金  1／3 ＋11／1000 ＋ 82，160．355，000円   1／3 ＋ 11／1000   

国共済   1／3 ＋11／1000 ＋3，028，664，000円   1／3 ＋11／1000   

地共済   1／3 ＋11／1000 ＋ 8，202，307，000円   1／3 

私学共済  1／3 ＋11／1000 ＋ 1，028，680，000円   1／3 ＋11／1000   

国民年金  1／3 ＋11／1000 ＋ 24，750，966，000円   1／3 ＋ 11／1000  

注：［〕内の数値は、時価ベースのものである。  

平成16年財政再計算による平成17年度見通しと比べると、実質的な支出額は、保険料収入と国庫・公   

経済負担で賄う費用であり、給付費、基礎年金拠出金、その他拠出金の合計から追加費用、基礎年金交付   

金、その他交付金等収入を控除したもので表される。  

実質的な支出額＝給付費＋基礎年金拠出金＋その他拠出金  

一迫加費用一基礎年金交付金－その他交付金等収入  
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上式には、保険料収入や国庫・公経済負担の項は含まれず、国庫・公経済負担の増加は実質的な支出額   

には影響を与えない。  

一方、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の増加であることから、「実質的な支出一国庫・公経済負   

担」や基礎年金に関する支出（＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））を加算額（A）だけ減少さ   

せ、基礎年金拠出金の項が含まれない独自給付に関する支出（＝実質的な支出一国庫■公経済負担一基礎   

年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））には影響を与えない。また、国庫・公経済負担の増加により収入   

が増加するため、運用収入や積立金を増加させる。  

運用収入は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、運用利回りから計算できる。運用利回   

り（B）を次のように定義する。  

B＝運用収入／（前年度末積立金＋運用収入以外の収支残／2）  

平成16年財政再計算において、運用利回りには手を加えず、運用収入以外の収支残を、基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担の引上げによって加工した結果とすることにより、運用収入にも、この制度改正   

が反映されることとなる。具体的な変換は、前年度末積立金をR、運用収入以外の収支残をS、前述のと   

おり国庫・公経済負担の加算額をAとすると、以下のとおりである。   

【運用収入】：平成16年財政再計算における平成17年度運用収入（Ⅰ）を次のように加工する。  

二第3章◆諷成16年財政再計算結果との比腰   

補遺2  

平成17年度末の積立金の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離の要因分解について  

平成17年度末の積立金の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加工値。以下同様。）の帝離の要因分解（帝離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、以下のようにして行った。  

図表3－4－4の要因分角牢  

○ 平成17年度末の積立金は、平成16年度末積立金、平成17年度の収支残を使って、次のように表され   

る。  

17年度末積立金＝16年度末積立金＋（17年度の収支残）  

○ 収支残は、前年度末の積立金から影響を受ける「連用収入」と、前年度末の積立金からは影響を受け   

ない「運用収入以外の収支残」に分けられる。  

収支残＝運用収入＋運用収入以外の収支残  

○ 名目運用利回りを、  

名目運用利回り＝運用収入／（前年度末積立金＋運用収入以外の収支残／2）   

として算出する。この名目運用利回りを用いると、逆に運用収入を次式から算出することができる。  

運用収入＝前年度末積立金×当年度の名目運用利回り  

＋当年度の運用収入以外の収支残×当年度の名目運用利回り／2  

0 本年度末積立金は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、当年度の運用収入の合計であ   

るから、この運用収入の算出式を用いると、  

本年度末積立金＝前年度末積立金×（1＋当年度の名目運用利回り）  

＋当年度の運用収入以外の収支残×（1＋当年度の名目運用利回り／2）‥・（1）   

となる。  

○ ここで、  

A。ニ平成n年度末の積立金  

B。：平成n年度の名目運用利回り  

Cn：平成n年度の運用収入以外の収支残   

とおけば、式（1）は  

An＝Ah¶1×（1＋Bn）＋C。×（1＋Bh／2）・・・（2）   

と表される。式（2）において、n＝17とすると、平成17年度天領立金は以下のとおりになる。  

A17＝A16×（1＋B17）＋C17×（1＋B17／2）・・・（3）   

A16、B17、Cけをすべて実績（簿価ベース、時価ベース）とすれば、式（3）は実績の平成17年度末積立  

金（簿価ベース、時価ベース）と一致する。また、Alる、BlT、C17をすべて平成16年財政再計算にお   

ける将来見通しとすれば、式（3）は平成16年財政再計算における平成17年度末積立金と一致する。  

○ 下記①～④の値を簿価ベース、時価ベースごとに計算する。  

Ⅰ → RXB＋（S＋A）×B／2  

＝Ⅰ＋AXB／／2   
全制度共通  

平成16年財政再計算における平成17年度末積立金の加工値は、上記を総合させることによって得られ   

る。具体的には、上記の表記を用いて、平成17年度天領立金は、  

RL，＝R16×（1＋B）＋SX（1＋B／2）   

なので、Sに係る加工を行うと次のような変換となる。   

【積立金】：平成16年財政再計算における平成17年度末積立金を次のように変換する。記号はこれまでの  

記述と同じ。  

R17 → RL5×（1＋B）＋（S＋A）×（1＋B／2）  

＝R17＋AX（1＋B／2）  
全制度共通  

（注）平成16年財政再計算における平成18～21年度の年金財政指標の見通しに係る加工   
平成18、19年度の加算額は、引上げ後の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担割合と、平成16年財  
政再計算における割合の差を、財政見通しにおける基礎年金拠出金に乗じた額としている。なお、平成20  
年度の引上げ後の国庫・公経済負担の割合は平成19年度と同じとしている。（図表2－1－7参照）   
平成18～21年度の運用収入及び年度末積立金は、当該年度の加算額に係る加工と、前年度以前の加工に  
より前年度以前の年度末積立金が増加したことから生ずる運用収入の増加分を加える加工を行っている。  
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3章◆平成16年財政再計算結果との比  第3章◆平成噸  
∫・  

A16、B17、C17すべてに実績を代入［平成17年度末積立金の実績となる］  

②，③  

A16、B．7、ClTに順次、表のように、実績、平成16年財政再計算における将来見通しを代入  

④  

A．6、B17、C．7すべてに平成16年財政再計算における将来見通しを代入［平成17年度末積立  

金の将来見通しとなる］  

①と④の差「①－④」が実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの罪離である。  

①と②の違いは、式（3）において平成16年度末積立金A16として、実績を代入するか、平成16年財   

政再計算における将来見通しを代入するか、だけの違いである（BL7、C17は①、②ともすべて実績を代   

入）。したがって差（①－②）は、平成17年度未時点の積立金の帝離（①－⑫）に対し、平成16年度   

末時点における積立金の将来見通しとの罪離が寄与した分とみなすことができる。   

②と③の違いは、式（3）の平成17年度における「名目運用利回り」B17に実績を代入するか、平成16   

年財政再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（②－③）は、平成17年   

度末時点の積立金の帝離（①－④）に対し、名目運用利回りが平成17年度で将来見通しと異なったこ   

とが寄与した分とみなすことができる。   

③と④の遠いは、平成17年度の「運用収入以外の収支残」C17に実績を代入するか、平成16年財政   

再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（③－④）は、平成17年度末時点   

の積立金の帝離（①－④）に対し、運用収入以外の収支残が平成17年度で将来見通しと異なったことが   

寄与した分とみなすことができる。   

このようにして、平成17年度末時点の積立金の帝離（①－④）を分解したものが図表3－4－3である。  

表3－4－6の要因分解   

○ 名目運用利回り及び運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったこと．の寄与分についてさらに要因   

分解を行うことで、平成17年度末の積立金の実績と将来見通しの帝離の分解をより細かいものにした。   

その際、経済要素に関しては、以下述べるように、名目賃金上昇率を基準に捉えることとした。  

O n年度の「名目運用利回り」B。を次式のとおり、「被用者年金全体の名目貸金上昇率」Bbnと「実質的   

な運用利回り」Banに分解する。  

1＋名目運用利回り＝（1＋実質的な運用利回り）×（1＋被用者年金全体の名目貸金上昇率）  

1＋Bn＝（1＋Ba。）×（1＋Bb。）・・・（5）  

O n年度の「運用収入以外の収支残」C。は、（運用収入以外の収支残）＝（保険料収入）－（給付費等）   

と表すことができる。ここで「給付費等」とは、保険料収入から運用収入以外の収支残を控除したもの   

のことであり、給付費や基礎年金拠出金などの支出額から、運用収入及び保険料収入以外の国庫負担、   

基礎年金交付金などの収入額を控除したものである。  

○ 保険料収入は、対象としている当該制度の名目賃金上昇率に連動して変動し、「給付費等」は年金改定   

率（物価スライド率等）に連動して変動するものと考えられる。  

保険料収入と当該制度の名目貸金上昇率との関係については、名目貸金上昇率が年度末における1人   

当たり標準報酬額の前年比であり、標準報酬月額の改定は通常9月分からであることや納入月等も考慮   

し、当年度の名目貸金上昇率の半年分と前年度の名目賃金上昇率の半年分が保険料収入に織り込まれる   

ものと考える。   

ここで、ひとつのモデルを考える。各年度未現在における1人当たりの標準報酬月額の比が、  

前々年度末   前年度末   当年度未   

標準報酬月額の比   1＋X   （1＋‡）×（1＋Y）   

であるとし、この年度間において人数変動が起きないとする。  

変数への代入数値組合せ表  

（1＋X）×（1＋Y）  

当年度中の保険料  前年度中の保険料   

当年度中の標準報酬月額と前年度中の標準報酬月額の比をβとすれば、  

（1＋Ⅹ）×（1＋Y／2）   （1／2）×（1＋Ⅹ）＋（1／2）×（1＋X）×（1＋Y）  

（1／2）＋（l／2）×（1＋Ⅹ）  1＋Ⅹ／2   

β≒（1＋Ⅹ／2）×（1＋Y／2）  
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第3章◆平成脚  
運用収入以外の収支残の乗離分析の掛こは、このような半年分の調整を各被用者年金制度と被用者年金   

全体について以下のように行うこととする。  

制度の名目賃金上昇率  

＝（1＋当該制度の当年度名目賃金上昇率／2）×（1十当該制度の前年度名目賃金上昇率／2）－1  

被用者年金全体の名目賃金上昇率：Ca。  

＝（1＋被用者年金全体の当年度名目賃金上昇率／2）  

×（1＋被用者年金全体の前年度名目賃金上昇率／2）－1  

－一方、年金改定率と給付費等との関係については、年金改定（物価スライド）は通常4月分からなの   

で、年金改定率が1年分、給付費等に織り込まれるものと考えられる。  

O n年度の「制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入」Cd。と「年金改定率が0％の場合の給   

付費等」Ce。を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入：Cd。＝保険料収入／（1＋当該制度の名目貸金上昇率）  

年金改定率が0％の場合の給付費等：Ce。＝給付費等／（1←年金改定率）  

○ また制度の名目賃金上昇率と被用者年金制度全体の名目賃金上昇率の関係として、n年度の「制度の   

名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率」Cb。と、「年金改定率の被用者年金全   

体の名目賃金上昇率に対する比率」Cc。を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：Cb。  

＝（1＋当該制度の名目貸金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

年金改定率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：Cc。  

＝（1＋年金改定率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

○ すると、運用収入以外の収支残は、以下のように表されることになる。  

運用収入以外の収支残：C。＝保険料収入一給付費等  

＝CdnXCbnX（1＋Can）－CenXCcnX（1＋Can）・‥（6）  

○ 式（4）～（6）により、平成17年度末の積立金A17は、以下のように表されることになる。  

A17＝A16×（1＋B17）＋CL7×（1＋Bt7／2）  

＝A16×（1＋Ba17）×（1＋BbL7）＋［cd17×Cb17×（1＋CalT）－Ce17×Cc17×（1＋CaL7）］  

×［1＋（1＋Ba17）×（1＋BblT）］／2・・・（7）   

式（7）の変数A16、Ba16、8b▲6、Cat6、Cb16、Cc16、Cd16、Ce16に実績又は将来見通しの数値を次真の表のよ   

うに代入していき、推計値（1）～（7）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することが   

できる。例えば、積立金計算の基礎的数値すべてに実績を入れれば、平成17年度乗積立金の実績が得ら   

れる。また、積立金計算の基礎的数値すべてに将来見通しを入れれば、平成17年度末積立金の平成16   

年財政再計算における将来見通しが得られる。  

○ 図表3－4－3の作成と同じようにして、以上8個の基礎的数値を順に、実績と将来見通しを入れ替え、   

式（7）の値の差を計算することで、各基礎的数値が将来見通しと異なったことの寄与分を得ることができ   

る。   

なお、平成17年度についてCb17とCc17は同時に入れ替え、入れ替えたときの式（7）の値の差を、平成  

17年度の（運用収入以外の収支残における）「被用者年金全体の名目賃金上昇率以外の経済要素が将来   

見通しと異なったことの寄与」とした。  
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同様にCd17とCe17も同時に入れ替え、入れ替えたときの式（7）の値の差を、平成17年度の（運用収入  

以外の収支残における）「人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与」とした。  

変数への代入数値組合せ表  

17年度の基礎的数値  
16年度以  
前の基礎   運用収入以外の収支残を算出するための基礎的数値  名目運用利回り算出   

平成17年度末積立金の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共渚   地共済   私学共済   
兆円   膿円  債円  催円     債円  億円  億円  億円    億円  

（1）宴繕  「174．21  475．662 「506．8441  87．580「91．6901  388．082「415．1541  33．180「34．7301  
十億   「170．31  472．976 「495．8131  87．725「90．2271  385．251「405．5861  33．060「33．576「  
十億   「160．71  457．515 「457．9291  85．375「85，7311  372．140「372、1981  3l．739「31．7681  
十値   「163．11  464．421 「464．8391  86．667「87，0251  377．755「377．8131  32．216「32．2461   

（5）推計値  「163．11  464．330 「464．7521  86．645「87．0081  377．684「377．7441  32．212「32．2431   
（6）推計値  「163．41  464．807 「465．2241  86．741「87．1001  378、066「37臥1251  32．270「32．3001   
（7）将来見通し   「164．01  465．339 「465．3391  87．206「87．2061  378．133「378．1331  32．273「32．2731   

注：［］内の数値は時価ペースのものである。  
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第3童◆平成16年財政再計算結果との比較  

推計式（3）の変数Bl，，Cl，．EIB，F．，，Gl，に実績又は将来見通しの数値を次貢の表のように代入してい  

き、推計値（1）～（6）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、  

推計値（1）－推計値（2）は、平成17年度の総合費用の帝離の寄与分である。   

なお、推計値（1）は平成17年度収支比率の実績となり、推計値（6）は平成16年財政再計算における平成  

17年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の帝離（（1）－（6））を分解したものが図表3－5－3である。   

なお、推計結果（式（3）の値）は次々表、用いた基礎的数値は149真のとおりである。  

第3章◆平成‖卿  
補遺3  

平成17年度の収支比率の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離の要因分解について  

平成17年度の収支比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した推計値。以下同様。）の帝離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様な変数を用いて行った。その内容を簡単に記すこととする。  

図表3－5－2の要因分解   

収支比率は、総合費用を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率であり、平成n年度の収支  

比率をAn、平成n年度の総合費用をBい平成n年度の保険料収入をC。、平成n年度の運用収入をD。  

とすれば、次の式で表される。  

An＝B。／（Cn＋Dn）‥・（1）   

推計式（1）の変数B16，C16，D．6に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①  

～④まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①一推計  

値②は、平成17年度の総合費用の帝離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成17年度収支比率の実績となり、推計値④は平成16年財政再計算における平成17  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の帝離（①－④）を分解したものが図表3－5－2である。  

平成17年度収支比率の推計値一覧  

厚生年金     国共済＋地共済   国共済   地共済  私学共済   
％  ％  ％  ％  ％   ％  ％    ％  ％  

（1）実績  ［88．9］   85．0 ［60．3］  93．0［79．1】  82．7  ［55．9］    74．0  ［65．5］   
（2）推計値  「86．1］    85．9 ［60．9］  91．2 「77．61  84．3  57，0    73，3  ［65．0］   
（3）推計借  ［86．8］    84．5 ［60．1］  gl．5［77．8］  82．5  ［56．1］    73，2  ［64．9］   
（4）推計値    L87．4J    84．6  し60．8」  91．4 し7臥2］  82．6  ［56．8］    73．3  L65．7］   
（5）推計値   ［114．0］     99．4 ［99．4］  99，8 ［99．71  99．3  「99．31    91．6  ［91．61   
（6）将来見通し  し113．9」     99．4  し99．4」  99．7 し99．7」  99，3  ［99．3］    91．6  ［91．6］   

図表3－5－3の要因分解   

収支比率の因子である運用収入は、前年度末の積立金及び当年度の運用収入以外の収支残と名目運用利  

回りによって計算される。平成n年度末の積立金をEい平成n年度の運用収入以外の収支残をGい平成  

n年度の名目運用利回りをF。とし、名目運用利回りを前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、  

運用収入を用いて  

Fn＝D。／（En＿．＋Gn／2）  

と定義すれば、運用収入は次の式で表される。  

Dn＝（En＿L＋G。／2）×Fn・・・（2）   

式（1）に式（2）を代入して、収支比率を前年度末積立金、名目運用利回り、運用収入以外の収支残などの  

要因に分解すると以下のようになる。  

An＝Bn／［C。＋（En＿L＋Gn／2）×Fn］   

したがって、平成17年度の収支比率A17は次式で表せる。  

Al，＝B17／［C．，＋（E16＋GL，／2）×F17］‥・（3）  

一146 －  

注：［］内の数値は時価ベースのものである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  簑3章◆平成噸  
補遺4  

平成17年度の積立比率の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離の要因分解について  

平成17年度の積立比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した推計値。以下同様。）の乗離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、預立金と同様な変数を用いて行った。その内零を簡単に記すこととする。  
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B¶  G－     け川いぺ■■■   27．9  ▲丁．別柑  ▲7．0叫     之ヱ  ‖一月ヱヱ   ）  ●丁  ）■l■†   J－125  コ．†ヱさ   

■中上鼻事（ヽ〉   イj  一心j  ー0．ユ   ・勺ユ   －0．ユ   司．3   －○，ユ   ー○3  一0．コ   

●●t書■ ★ヽ†   00  ○○  ¢0   00   nO   0○   0．0   00  08   
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Cd巾  鴨¶虚刑のも日t●上■■廿○ヽの嶋倉の且■■七人   21ロ  ▲0．胡T  ▲0一ユdT   10．i如     lI  10．†22   加1ヱ之   乙引ほ  乙092  

・・  J■ ・ 二  ｝l†  ▲l．▲88  【J  山  t2．川1   皿  叩  ユ8．230   緋川汗   ユ．り‖  11．】＝〕  

竃●醜定●が0ヽの増●の■曾1用  2丁．l  

平成1】キ魔王積立■  11l2   

図表3－5－5の要因分解   

積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得られる比率である。平成n年度の積立比率をA。、  

平成n年度の積立金をB。、平成n年度の総合費用をC。とすれば、  

An＝B。＿i／C。  

である。   

したがって、平成17年度の積立比率A．7は次式で表せる。  

A．7＝B．6／C17‥・（1）   

推計式（1）の変数BL6，C、7に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①～③  

まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①一推計値②  

は、平成16年度末積立金の帝離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成17年度積立比率の実績となり、推計値③は平成16年財政再計算における平成17  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の釆離（①－③）を分解したものが図表3－5→5である。  

注1【：偶の欄欄牒．岬囁ペースのものである． 注2 暮中の毛8■せ上■ヰは、事い構成のt勤によるた●を瞬いた傷ヰ■■の上■率であり．t用●暮▲▲体の■櫨手、■い離日血である．  
なお、共凛については■与き暮む儀掩的な竃什杜てある．  

注3その他支出には、■価ベースの運用収入に●暮れn、もーt旺●兼蓼■■のt■が暮t九ていもので1月収入（■■叱正■Ⅰ用収入の▲誉捜輸した．  
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C，I        優h小職入   ～Ol  lり1l  tO219   31馴‖  乙○†コ  色馴慶欄の■ヰ分切ttも日1■上鼻■ ＝t）   10  t，0  用   10  10  C■．              ■■t●t●■イ1●t●上■l■■■■■■暮十lヽ十   1，0  1，0  10   10  1D  〔ぁけ                  ＝◆亀¶仙剛別‖‖川上■■）州・■川耶lヰ●全ヰの名目t▲上■事）   t．脚  1○【〉0  1008   1．0（l）  】【舶  縫付★＋暮t年●書出■（匹■・公蠍済1増分書■く卜嘉tヰ●交¶曽 護   2丁．8  15ヱ05  ‖．81丁   ▲丁，l胡  】019  モの地銀人【暮■事●tぬ▲の却■・公■粛1層分き■くトモの櫓王出 辻   0．l  1¢8ココ  一．封沌   †0．578  Jl  B．， C．，   （■鳩）出合tJl凛   が1  lt15Z  1l．ら91   コ8．88t  3－00l  ■●上  ヽ■  05  ○、5  0さ   Q5  q．l  ●●■  ■ヽ  80  00  00   0．8  00  C¢■l  年t尊書事〉州・櫨用t事■全体の七色t▲上昇■】  0帥t  Olt＝  0．，9†   0911  ウ．†ll  Cd▼           書≠丘別の名自■▲上■■が0ヽの坤曾の捜■れ職人   208  00，9粥  1q．1さZ   3000▲  Z．餌一    －・    －  一  肌   2丁2  18．▲52  ＝．111   ■・  ユ0，丁                  こ・ ●■二■： 、▲■   ヱ丁t t8▲0  18．152 州5．1コ9  1l引‖ aT獅   38川1 378133  ユ09一 ユヱZTコ   

なお、推計結果（式（1）の値）は次の表、用いた基礎的数値は149頁のとおりである。  

平成17年度積立比率の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

（1）実績  ［6．11   9．7 「9．9］  7．4 ［7．5］  10．5 「10．7］  10．3 ［10．61  
十値   ［6．0］   9．7 ［9．7］  7．4 ［7．4］  10，5 ［10．5］  10．2［10．2］   

（3）将来見通し   ［6．2］  9．6 ［9．6〕  7．5 ［7．5］  10．3 ［10．3］  10．3 ［10．3］   

注．［］内の数値は時価ベースのものである。  

－149 －   －148 －   



第3章◆平成問  
補遺5  

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について （考察）  

（l）本補遺の問題意識   

本章第4節では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減すると考えられること  

から、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績と平成16年財政再計算との乗離に関し、名目貸金  

上昇率が見通しと異なった分を除いた、年金財政への実質ベースの影響について分析している。しかし、  

実際の年金制度では、受給者になってからは、65歳までは賃金上昇率で、65歳以上は物価上昇率で年金額  

が改定されていく（このほかにマクロ経済スライドによるスライド調整もあるが、ここでの議論に本質的  

な影響を与えないし、簡単にするため、ここでは考えない。）。果たして、最初の長期的な仮定は正しいの  

であろうか。   

以下では、「平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」での分析をもとに、賃金上昇率、  

物価上昇率の給付費に対する影響について考えてみる。この財政再計算結果に基づく財政検証では、財政  

再計算に使用されたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試算を  

行っている。その中に、年金制度や人口の要素は動かさずに、運用利回りや賃金上昇率といった経済前提  

のみを変更した場合の将来推計がある。   

その動かし方は次のようなものである。  

運用利回り  賃金上昇率   物価上昇率  

基準ケース（財政再計算）  3．2％  2．1％  1．0％  

経済変更1  3．1  1．∂  1．0  

経済変更2  3．3  2．5  1．0  

（2009年度以降の前程について動かしている。）  

このように、物価上昇率は固定したままで、貸金上昇率のみ変更している。そのため、貸金上昇率の変  

動の影響、すなわち、貸金上昇率と固定した物価上昇率のどちらに、どのように影響されるかが観察でき  

る。  

（2）経済前提の給付費に対する影響   

毎年度の年金給付費に影響するものとしては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さらに  

は新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。   

なお、上記の変動させたケースでは、運用利回りも同時に、わずかではあるが動かしている。給付費に  

は、運用利回りは直接の影響はないが、積立金の運用収入の変動がマクロ経済スライドの掛かり方に影響  

するため、年金額そのものには影響を与える。しかし、ここでは、いずれかのケースでマクロ経済スライ  

ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運用利回りの変動の影響  

は考えなくていい。  

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる。定常状態を考え、かつ、将  

来のこととすると、すべての被保険者、受給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通りに被保険者になり、  

＋第3章◆平成16年財政再言十算結果との比腰   

報酬を得、その後受給者となる。当然各年度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。1つ  

違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酬は、年度が増えるに従い、全体に賃金上昇  

率分大きくなっている。従って、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増加していく。  

（3）前提を変更した場合の試算結果から見た影響   

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、   

給付費総額 ＝ ∑個々人の年金給付額  

＝ ∑個々人の年金額×（1－支給停止割合）  

＝ ∑p．×bi  … … ①   

ここに、p．は受給者をグループ分けしたときの人数であり、人口要素を代表する。なお、これには支  

給停止等の経済前提の動きに関係のない事項の影響も含めて考えることとする。また、b．はp．グループ  

の年金額の平均とする。   

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化しない。   

つまり、①式の年金給付額biがスライドされるだけである。   

さらに、  

財政再計算のn年度の給付費総額  A。  

前提を変更した場合のn年度の給付費総額 B。  

・として、  

Rn＝Bn／An  … … … ・②  

とおくと、人口の年齢別の変動が極端に動かない限り、近似的には、R。からはp，という人口要素の影響  

は概ね消え、財政再計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済前提での報酬や年金改定の影響の  

累計の比であると見なすことが出来る。   

このRnの伸び率を、  

βn＝ R州／R。 －1  … …・・・ ・（∋  

と置くと、これは各年度の経済前提の遠いによる給付費の伸びの違いとなる。   

このβの動きを図にすると、図5－1のようになる。  
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第3章◆平成噸  
図5－1経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較   

第3暮◆平成16年財政再什暮結果と申昼型   

標準報酬も1年分の賃金上昇率がかかることとなる。従って、経済前提を動かした場合の影響は、その賃  

金上昇率にほぼ同じとなる。   

ただ、グラフをみると、長い周期での脈動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、  

人口の変動を無視して、①式の∑を無視した影響であり、人口の年齢構成の変動による出生数の変動（合  

計特殊出生率の変動ではない。）が、受給者の各年度における年齢分布に影響し、各コーホートのもつ総年  

金額への影響度合が影響を受けているためと考えられる。  

（5）短期的な影響   

直近での様子は、2020年度頃までの動きに現れている。それによると、経済変動1で0．卜0．15％、経  

済変動2で、0・卜0・2％の伸びであり、賃金上昇率のほぼ3分の1程度の影響となっている。   

これは、   

ア・受給権者の過去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと   

イ・現状では受給者数が増加しており、相対的に65歳以上の受給権者の割合が多く、物価上昇率のみ  

の改定の影響が出ていること  

などが考えられる。  

（1）で見たように、財政再計算結果に基づく財政検証では、物価上昇率を動かした場合の試算は行ってい  

ない。従って、物価、賃金の両上昇率が変動した場合の予想は困難である。ただ、第3章（4）でみている実  

質的な運用利回りは、物価上昇率の実績と再計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際にはさらに  

大きなものであろうと考えられる。  

（6）その他  

・可処分スライドによる貸金上昇率との違いや、再計算時点で解消していないマイナススライドの凍結   

分は、基準ケース（財政再計算）でも考慮されており、基準ケースからの離れ具合をみている今回の  

比較では、その影響は考えなくて良い。  

・支出には、給付費と基礎年金拠出金がある。基礎年金拠出金の支出に占める割合は、平成16年財政   

再計算によると、足下では、厚生年金と私学共済は約1／3、国共済と地共済では約2割であるが、   

将来的には厚生年金では4割を超し、共済では約3割となるなど財政から見てもかなりのボリューム   

となる。しかし、基礎年金拠出金も同じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出   

金を含めた支出合計で見ても、各年度の影響は囲5－1とほとんど変わらないものとなる。   

●βn＝R。．1／R。－1の長期的な動向が、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同  

じであるという状況は、仮に、R。＝Bn／A。がnによらない定数偏になっていたとしても変わら   

ない。このことは、物価上昇率等も含む経済前提の設定が変動することにより同一時点における給付   

費の規模が変動するが、その影響は上記の分析には現れないことを示す。  

ー厚生年金 経済変更2  

一厚生年金 経済変更1  

一国共済＋地共．済 経済変更2  

一・一国共済＋地共済 経済変更1  

－私学共済 経済変更2  

－－●一私学共済 経済変更1  
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経済変更l貸金2．1→18  
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年   

横軸より下に動いているのが、経済変動1一賃金上昇率が低くなった場合－であり、上を動いているの  

が経済変動2－貸金上昇率が高くなった場合－である。   

最初の数年間（2010年度まで）は、経済前提は変動させていないため、Pの動きは0である。その後2020  

年度あたりまでは、グラフの数値は、経済変動1で0．1～0．15％、経済変動2で、0．1～0．2％の伸びがみ  

られる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライドの適用期間の違いによるスライド調整の差の  

影響である。2040年度頃から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいである。  

（4）長期的な影響   

経済要因の変動の長期的な影響は、図5－1の2040年度頃より後のところで観察できる。グラフをみると、  

経済変動1では、マイナス0．3％のあたりを、経済変動2では、プラス0．4％のあたりを動いている。この  

数値は、先に見た、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同じである。   

この頃の受給者は、概ね財政再計算の基準時点以降に裁定された看であり、また、年次が後になるほど、  

その被保険者期間も基準時点以降のみの者が増えていく（モデル計算に近づいてくる。）。   

これは次のように考えることができる。将来推計では、性、年齢、加入期間別にグループ区分をし、推  

計していく。ある年度（t）とその翌年度（t＋1）の受給者を性、年齢別にグループ別に眺めてみると、規模は  

もともとの出生状況によって異なっているが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢別の分布  

も同じである。つまり、相似形をしているといえる。1点違っているのは、年金額の基礎となる標準報酬  

である。（t＋1）年度の受給者は全体として、（t）年度の受給者よりも一年後に動き出している。そのため、  
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